資
五所川原市生活支援体制整備事業実施要綱
第１章　総則

（趣旨）

第１条　この要綱は、高齢者に対する生活支援サービスの充実と地域における支え合い体制づくりを推進するために、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５第２項第５号に基づく生活支援体制整備事業（以下「事業」という。）を実施するために必要な事項を定めるものとする。
　

（実施主体）
第２条　事業の実施主体は、五所川原市とする。ただし、事業の全部又は一部を市長が適当と認める団体等に委託して実施することができる。
（事業の内容）

第３条　市は、次に掲げる事業を行うものとする。

（１）地域の介護予防・日常生活支援サービス等を担う事業主体等と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化を図ることを目的として、五所川原市介護予防・日常生活支援体制整備推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。
（２）地域における高齢者の生活支援体制の整備を推進するため、地域資源の把握、生活支援サービスの開発、サービス提供主体間のネットワークの構築等を行う生活支援コーディネーター（以下「コーディネーター」という。）を配置する。
　　
　　第２章　協議会
（協議会の審議事項）

第４条　協議会は、次に掲げる事項を審議する。
（１）地域資源及び地域ニーズの把握

（２）介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）における多様なサービス等の選定

（３）その他事業を実施する上で必要な事項

（協議会組織）

第５条　協議会は、五所川原市高齢社会対策検討委員会（以下「検討委員会」という。）
　の委員をもって組織する。
（協議会委員の任期等）
第６条　協議会の委員の任期は、検討委員会の委員の任期と同一とする。
２　委員は、検討委員会の委員を辞したときは、その資格を失うものとする。

（協議会の会長等）

第７条　協議会の会長は、検討委員会の会長をもって充てる。
２　副会長は、検討委員会の副会長をもって充てる。

３　会長は、協議会の事務を総理し、協議会を代表する。

４　会長に事故がある時は、副会長がその職務を代理する。　
（協議会の会議）

第８条　協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。
２　会長は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させることができる。

（協議会の事務局）

第９条　協議会の事務局は福祉部地域包括支援課に置く。
 　
（協議会の委員の報酬）

第１０条　協議会の委員の報酬は無償とする。

（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。
　　
　　第３章　コーディネーター
（任命等）

第１２条　コーディネーターは、地域におけるコーディネート業務やサービス資源の開
　発業務を適切に行うことができると認められた者の中から、市長等が任命又は委嘱す
る。コーディネーターに任命又は委嘱された者は、青森県が実施するコーディネー
ターに関する養成研修を受講しなければならない。
（コーディネーターの業務）

第１３条　コーディネーターは、協議会及び地域包括支援センター等と連携し、次に掲
げる業務を実施するものとする。　
　（１）地域課題の掘り起し、地域に不足する生活支援サービス等の把握

（２）生活支援サービス等の担い手の養成及び生活支援サービス等の開発
（３）関係者間のネットワークの構築
（４）地域ニーズとサービス提供のマッチング活動
（秘密の保持）

第１４条　コーディネーターは、正当な理由がなく業務上知り得た個人の秘密を漏らし

てはならない。その職を退いた後も同様とする。　

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２９年３月１日から施行する。
（五所川原市介護予防・日常生活支援体制整備推進協議会設置要綱の廃止）

２　五所川原市介護予防・日常生活支援体制整備推進協議会設置要綱（平成２７年１０月２１日施行）は廃止する。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。
附　則

（施行期日）

１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
